
阪南市就学援助費支給要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１９条 

 の規定に基づき、経済的理由により就学が困難と認められる児童又は生

徒の保護者に対して就学の援助を行い、もって義務教育の円滑な実施を

目的とする。 

 （受給対象者） 

第２条 就学援助費（以下「援助費」という。）の支給を受けることが 

 できる者は、阪南市立の小学校若しくは中学校に就学している児童又 

 は生徒の保護者のうち、次の各号の一に定めるものとする。 

 (１) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定 

   する要保護者 

 (２) 前号に準ずる程度に困窮していると認められる者 

 （援助の種類及び支給額） 

第３条 援助費の種類は、次の各号に掲げるものとし、予算の範囲内に 

 おいて支給する。ただし、前条第１号に規定するもののうち、教育扶 

 助を受けている者には、第３号及び第５号の援助費のみを支給する。 

 (１) 学用品費、通学用品費及び新入学児童・生徒学用品費 

 (２) 校外活動費 

 (３) 修学旅行費 

 (４) 学校給食費 

 (５) 医療費（学校保健法施行令（昭和３３年政令第１７４号）第７ 

   条に定められた疾病に係るものに限る。） 

 (６) その他教育委員会が必要と認める就学に要する経費 

 （受給の申請） 

第４条 援助費を受給しようとする保護者は、毎年度教育委員会に就学 

 援助費受給申請書（様式第１号）を提出しなければならない。 



(認定) 

第５条 教育委員会は、前条の申請のあったものについては審査のうえ、 

 認否を決定し、申請者及び学校長に文書をもって通知する。 

(支給方法及び支給時期) 

第６条 援助費の支給は、原則として口座振替（保護者名義）により、 

 ９月、１月、３月下旬に支給する。ただし、教育委員会が必要と認め 

 るときは、別の時期に支給することができる。 

(被援助者の異動の報告) 

第７条 学校長は、被援助者の児童又は生徒に市外転出、辞退等の異動 

 があった場合は、遅滞なく教育長に報告しなければならない。 

２ 学校長は、被援助者の児童又は生徒が本市内の学校に転校した場合 

 は、遅滞なく転校先の学校長に通知しなければならない。 

３ 前項の通知を受けた学校長は、当該児童又は生徒の転入学を確認の 

 うえ、教育委員会に報告しなければならない。 

(その他) 

第８条 この要綱の定めるもののほか必要な事項は、教育長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成９年４月１目から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 


